
１． はじめに～海業とはまちづくりである～

「古き良き時代」漁業、水産業に確かにあっ

たその時代。

地方産業文化の蓄積に敬意を払いつつ、

「枠」や「しがらみ」に別れを告げて、持続

的かつ未来志向的な“まち”の実現に向けて、

高浜町では10年来、水産振興に取り組んでき

た。　

今般、それらの取り組みは、「海業」と位

置付けられ、各地域が持つ、地域資源のポテ

ンシャルを掛け合わせ、発展させる取り組み

が活発化している。昨今の社会情勢で長引

く、地域経済の低迷によって、現状維持＝リ

スク回避という、人口減少の続く地方住民の

心疲労が深刻化する中、まちづくりの主人公

である住民自身が持続可能なまちの未来像を

共有できることが重要なのではないだろう

か。時代が変化していく中で、文化や資源を

継承していくためには必ず何かしらの変化が

伴い、それを求められる。

本稿は、既存の産業の枠組みを越えた新た

な協働、共感、共生のまちづくりの可能性を、

利用が低下しつつあった漁港の再整備をカン

フル剤に、漁業者や地域住民が未来に希望が

持てる“あるべきまちの将来像”を具現化す

ることを目的に取り組み、かつ現在進行形で

取り組んでいる漁業を核とした海業とまちづ

くりについての報告である。

２． 高浜町の概要

高浜町は福

井県の最西端

に位置し、日

本海に面する

人口１万人弱、

世帯数約4.3

千世帯、町域

面積7,240ha、

漁業・農業な

ど一次産業や海水浴を中心に観光業が盛んな

町である。しかし、観光・レジャー形態の多

様化による海水浴客の減少、高速道路開通に

よる宿泊から日帰り観光へのシフトに伴う町

内観光消費の減少と同時に、地場産業である

漁業・水産業の頭打ち傾向から、地域全体の

過疎高齢化が進んでおり、「第１次産業」就

業者の減少や高齢化が進む中、担い手確保や

付加価値づくりが緊急の課題となっていた。

（高浜漁港の概要）

定置網、刺網、釣り、採貝藻等の漁業およ

び魚類の養殖業が営まれており、福井県のブ

ランド魚となっている若狭ぐじ（アカアマダ

イ）や若狭まはた（養殖）等多くの特産品を

産出するなど、水産業は地域の漁村における

基幹産業として重要な役割を担っている。

今回、海辺の賑わい拠点として再整備を
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行った高浜漁港（福井県管理）は、若狭高浜

漁業協同組合の荷捌き施設（漁協本所事務

所）があり、定置網を中心に少量多品種の魚

介類が水揚げされる集出荷拠点となってい

る。

・種　別：第２種

・所在地：高浜町事代、塩土、西三松

・管理者：福井県

・漁港の指定：昭和26年７月28日

・管理者の指定：昭和28年10月１日

３． 高浜漁港再整備による海業の取組み

平成21年に人口減少や少子高齢化などの社

会環境の変化に対応し、新たな都市構造へ転

換するため、持続可能な中心市街地を形成す

る「高浜コンパクトシティ構想」が策定され

た。賑わい景観系、まちなか暮らし系、都市

機能集約系の３本柱に各ゾーンを設定し、各

ゾーンごとに構想から計画、計画から実行へ

と進めてきた。

その中で、海業の拠点となった高浜漁港

は、「Ａにぎわい・景観系」の「漁港ゾーン」

に位置付けられ、水産振興のあり方が、平成

24年度以降、継続的に議論されてきた。

平成24年に、漁業者や仲買人、そして漁村

整備に詳しい外部のコンサルティング業者を

有識者として含み、行政が事務局となる地域

横断的組織「高浜水産業振興協議会」を発足

し、整備方針を協議するとともに、個別課題

については「６次産業検討委員会」、「高浜漁

協経営検討委員会」に分かれて、検討を行っ

てきた。

そして、水産振興とまちづくりの融合に端

を発した議論は、衛生管理機能をもった市場

施設の整備（衛生管理型荷捌き施設の整備）

と水産物の直売機能を持つ６次産業施設の併

設を核とした漁獲物の付加価値化による漁業

所得の向上と漁港用地を生かした海辺の魅力

向上及び交流空間の創出・活用による新たな

ビジネス創出を目標に展開していった。老朽

化によって不便さが浮き彫りになった施設、

不効率な輸送体制、下がり続ける漁獲・魚価、

減り続ける漁師・仲買人、それらの問題が他

人事ではなく、自分たちの「なりわい」に関

わることであり、「まち」に関わることなの

だと認識され、「魅せる漁業」の具現化を目

指した。その１つとして、漁港の周辺整備が

進められ、令和５年に完成となった。

これまでの取組みの中で、衛生管理型荷捌

（第２種高浜漁港全景写真）

図ー１　高浜漁港再整備のプロセス 写真ー１　新しい荷捌き施設（漁協事務所）
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き施設整備や６次産業施設整備、臨港道路整

備や作業保管庫新築移設など、漁港機能集約

と出荷機能効率化として漁港施設整備を行っ

たが、その背景でも様々な取組みをおこなっ

てきた。

平成27年には水産物の購買ニーズ調査とし

て漁港市・トラック市を開催。干物販売や海

鮮鍋の提供を行い地元客を中心に賑わいを見

せた。平成29年には、水産業の課題に当事者

意識を持たせるため、漁業関係者を集め、ワー

ルドカフェを開催した。枠を超えた対話の中

でキーワードとなったのが「後継者」「次世

代」「活気」であった。これまで、新規漁業

者や漁村への地域外からの参入に対し、ネガ

ティブイメージがあったが、高浜漁港を舞台

とした取り組みが進むと、おのずと“新しい

コト”を受け入れやすい雰囲気が醸成され、

水産多面的機能発揮対策事業を活用した藻場

の保全活動、新たな産業機会創出のため岩ガ

キ試験養殖へのチャレンジなど、漁業者や関

係者が「地元産業を未来に繋げたい」と一丸

となって取り組んできた。

各施設整備については、土地利用計画の

変更手続きを実施し、使用する見込みが低

い用地であった道路用地及び漁具保管修理

施設用地にて商業施設となる６次産業施設

シーフードマーケット
UMIKARA

写真ー２　UMIKARA
　　   内生簀

写真ー４　はもと加工
　　　販売所

写真ー３　UMIKARA
　　　　　2 階テラス

写真ー５　新規開発
　　　　　水産加工

図ー２　施設整備の歩み
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UMIKARAを整備。施設周辺外構、駐車場・

前面道路の整備も併せて実施した。漁業施設

についても同様のプロセスにて、漁港全体の

整備計画を策定し、計画に基づいた整備にて

機能集約・効率化を図った。

６次産業施設の管理運営については、水産

仲卸業者が中心となり、漁協の出資も併せて

設立された「株式会社うみから」が指定管理

で運営している。令和３年の開業から３年が

経ち、３年目の入込客数は262,128人、年商

は278,333千円。単年黒字を達成した。

また、６次産業施設開業に先立ち、令和元

年６月に誕生したのが、地域商社「株式会社

まちから」である。同年11月に、若狭高浜漁

業協同組合所有の自営水産加工場を有効活用

するため、借用したのちにリニューアル。販

売所機能を新設し、水産物加工販売所「はも

と加工販売所」がオープンした。当該事業所

は、地元の若手が代表として立ち上がり、漁

業者の配偶者が加工部門を担っている。漁師

町の昔ながらの干物づくりの技術や味を守

り、継承していくとともに、地域商社として

掲げたミッションは、①高付加価値で魅力あ

る水産加工品を開発すること、②低未利用魚

とされる魚を活用し食べやすい加工品を開発

すること。これらにより、「漬け丼」という

新たな名物メニューが誕生し、さらに低価格

魚を加工原料として単価維持を実現させるこ

とにより、漁業所得の向上のみならず、雇用

による漁家所得の収益を高めるとともに、魚

食普及や地場水産物の販路拡大を進めてい

る。漁協自営事業として加工事業を継続する

のは、只ならぬ体力が必要となるが、民間の

ノウハウを導入することによって、漁協経営

改善に寄与し、さらに水産物の商品力も向上

する成果となっている。開業後、４期目は約

60,000千円の売上げ、今後は通販事業、自社

や他社のEC、ふるさと納税商品強化などま

だまだ伸びしろのある水産物波及の核となる

事業所である。そして地域おこし協力隊の隊

員が中心となって毎月の定期イベントとして

「昼市」の開催も行っている。地魚を中心と

し、海の街の屋台横丁をコンセプトに若手漁

業者にも参加してもらいながら、海鮮BBQや

海鮮鉄板焼き等、食を通じての海辺の賑わい

創出を推進している。

４． 現在の高浜町の海業推進について

そしてこれらのハード整備やソフト整備

にスポットをあて、次なるステージへ進むた

図ー３　漁港用地利用計画（整備前）

図ー４　漁港用地利用計画（整備後）

図ー５　地域商社売上比率
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め当該漁港は「海業モデル地区」へ応募し、

選定地区となった。　

令和５年７月10日には漁協女性部や観光協

会、地域商社で構成されたメンバーで「第１

回高浜地区海業振興に向けた検討会」が開催

され、高浜漁港を中心とした夏季以外の観光

誘客の在り方や、水産振興について議論が行

われた。第２回目は令和６年３月４日に同メ

ンバーで開催。検討会内の意見としてはマリ

ンレジャーや魚食を核とした海鮮BBQ場や体

験施設やチャレンジショップの提案があり、

「魚」や「漁業」「海」にスポットをあて、既

存の取り組みと掛け合わせ自分を主役として

考えたときに「こんなことがあったらいい

な」と思い浮かべることが「海業」への第一

歩となる。海や漁村は食料資源だけではなく

レジャー資源としての需要も拡大しており、

コンテンツ化が進んでいる。コンテンツの付

加価値となるのが、その場所で過ごす時間や

出会う人となるのは言うまでもない。今後は

整った「高浜漁港」という舞台をどう生かし、

どう活用していくかが重要となる。

５． 海業推進に係る実証実験

海業を推進していくうえで重要となるの

が「自分たちの町や生業（なりわい）への影

響を見える化し数値化すること」だ。高浜町

では、検討会内において挙がった意見を、実

証実験という位置づけで２つのコンテンツを

実施している。

①漁港を発着とした遊覧船の運航、②海鮮

BBQ場の運営である。①については、令和５

年度の高浜漁港グランドオープンイベントに

て、運航を実施。２日間で約165名の利用が

あり、令和６年度も引き続き運航実証として

年間６日、１日６便の運航を予定している。

６年度においては、イベント日と重ならない

スケジュールにすることで、イベント以外時

ニーズ調査及び誘客の機会創出と位置付けて

いる。②については次項で詳細を説明するこ

ととする。

〇都市型BBQ場実証実験

海業検討会で挙がった意見の一つである

「海鮮BBQ場」については、首都圏・関西圏

で複数の施設を運営し、漁港での運営実績の

ある民間企業のノウハウを活用すべく、高浜

町、若狭高浜漁業協同組合、民間会社にて協

定を締結し、令和６年４月から11月までを実

証期間とし、運営している。海辺の賑わいや

滞在時間延長による観光産業への効果、６次

産業施設や海釣り公園など、周辺施設集客増

などの波及効果を検証している。

オープン以降、累計約600名が利用してお

り、事前予約は全体利用者に対し３割程度で

あることから、UMIKARA利用者がBBQの情

報をえて、食事の選択肢として当日利用をし

図ー６　遊覧船チラシ

図ー７　BBQ 利用者数（５-７月実績）
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ていることが分かる。施設内での掲示物や

BBQ食材コーナーが有効であったと考えられ

る。また実証場所は、漁港用地である漁港環

境整備施設用地にて行っており、若狭高浜漁

協が指定管理にて運営する海釣り公園が隣接

している。前述の公園は釣り以外の入場の

み（200円）も可能としており、BBQ場の運

営により周辺散策の１つとして、海釣り公園

の利用客増加も期待している。４月の実証

実験開始後からの利用客数の累計は前年比

120％となっており、少なからず効果がある

と考える。また、食材は地元産を中心とした

海産物セットを取りそろえつつ、BBQには肉

ニーズもある

ため、販売相

乗効果を狙っ

ている。今後

は11月までの

実証実験にお

いて、年間利

用ニーズがあるのか、利用者属性の変化はあ

るのか、漁業収入への効果はあるのかを検証

し、来年度以降の運営について検討する予定

である。そして、様々な賑わい創出に取り組

んでいると、

ロ ー カ ル プ

レーヤーが出

現し、チャレ

ンジが始まる

という新たな

効果が生まれ

ている。

６． 漁村での若者チャレンジ

はじめに始まった地域×若者の取り組み図ー９　海釣り公園利用客数 前年対比

図ー８　海鮮BBQ 場実証実験関係図
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はコロナ禍というネガティブな情勢がきっか

けであった。新型コロナウイルスの拡大で影

響を受けたのは働く大人だけではなく、勉学

と青春真っただ中である学生の生活にも大き

な影響を与えた。時短営業によるアルバイト

のシフト激減、サークルなど繋がりを育む活

動にも制限がかかった。授業もリモートとな

り、同世代の関わりもなくなり、自宅にこも

る生活となった学生向けに、当町は地域と関

わりながら学業も行える学生のためのワー

ケーション「Eduワーケーション」を考案し

た。地域課題解決は学生にとってもトレンド

であり、地域とかかわり、リアルな課題を体

感しながら、アルバイトもでき、自分たち発

信の提案もでき、またオンライン授業も受け

られる、同世代の仲間も増やせる、まさに夢

のような取り組みであった。アルバイトの受

け入れを行ったのはUMIKARA。地域として

も、繁忙期の人材不足、定期イベントのスタッ

フ不足などを解決しながら将来人材と繋がれ

る機会は新たな刺激となり、キラキラした学

生の姿に、当たり前だと思っていたことが

地域資源だったという気付きにも繋がった。

距離が近い、地域ならではの取組みであり、

2022年の開始以降、継続している。

もうひとつ、チャレンジ×漁村×まちづく

りがスタートしている。

大阪から漁師を目指しＩターンしてきた

若者が自発的に漁村の課題を魅力に変換する

まちづくりを行っている。

漁業者の減少に伴い空き漁具倉庫が増加

しており、６次産業施設UMIKARAの背後に

は45軒の倉庫が立

ち並ぶ。しかし漁

師の利用は２件と

なっており、景観

維持のために取り

壊すか…となって

いたところに既存

の漁村の景観に

惚れ込んだ若者

が、地元の生活の

延長線上で観光に

もサービス提供が

できるよう、産業・観光で盛り上がる海際と

静かな漁村集落の間に並ぶ小屋群に息を吹き

込むため「海の五十貨店構想」をスタートし

た。第１弾は海釣り公園の近隣に釣具屋がな

いことに目をつけ、24時間営業の「無人釣具

屋えびたいしょう」をオープン。釣り道具や

エサなど約50点を販売しており、料金箱にお

金を入れてもらうシステム。主にSNSの発信

で集客をしており、早朝や深夜の利用客が多

くなっているという。真っ暗だった漁村に明

かりが灯り、地域の人が紹介してくれる場所

になり、お節介をやきたい場所になり、域外

の若者のチャレンジで域内域外のつながりが

生まれた。第２弾は24時間営業の無人サウナ

を計画中である。当該Ｉターン移住者は、大

型定置の乗組員として漁師にもなり、漁村で

生活しながら漁師をし、日中は自身の本業で

ある建築家として、活動している。

この若者のチャレンジは止まらず、大型

定置網漁でかかった値段のつかない珍しい魚

を展示し、魚や漁師の魅力発信や漁村周遊の

きっかけつくりとして「しおど漁村水族館」

写真ー６　えびたいしょう店内

写真ー７　えびたいしょう看板図ー 10　小屋群平面図
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を始めた。地元の子供が見に来たり、SNSを

見た県外からの来訪者や近所のお母さんが立

ち止まったり、この場所にも交流や会話、関

わりが生まれている。

日没後は水槽を

ライトアップし、

また違った雰囲気

を愉しめる。幻想

的な水槽に、地元

漁師も集うように

なり、静かな漁村

の夜に会話の光も

灯るようになった。

今後は「魚と暮

らすまち」をコン

セプトに水族館構

想についても拡大

していきたいと話

している。

７． 考察

漁業や水産業を起点としたまちづくりを

行っていると、まちの雰囲気が「新しいコト

を始めても受け入れられる」となり、行政が

「海業推進」と進めていなくとも、自発的多

発的に始まるチャレンジがあることが分かっ

た。新しいチャレンジの舞台としての選択肢

になると、おのずと関係人口から交流人口、

そして移住者へボトムアップする。そして地

域を知れば知るほど、本質や文化に触れたく

なり、その結果「生業（なりわい）」として、

一次産業に興味を持ち、従事することに繋が

る。現に、若狭高浜漁協の自営大型定置網乗

組員は、５年間で平均年齢が低下している。

地域は“いきもの”であり、常に変化する

ものであり、ということは地域活性化に終わ

りはない。

従って、地

域の維持・

発展のため

に必要なの

は継続する

こと、休ま

ず弾を撃ち続けることが重要である。「まち

づくり」とは「人がまちをつくる」ことであり、

イコール「まちをつくる人をつくる」ことで

ある。「まちの担い手」と呼べるような人が

あなたのまちにどれだけいるだろうか。もっ

といえば、あなたは「まちの担い手」になっ

ているだろうか。

一番大事なことは、住民、漁業者が、自分

たちのまちの資源を知り、守り、自慢し、ま

ちやまちの産業の課題を「他人事」ではなく

「自分事」として認識し、積極的に自ら考え、

自ら動くことではないだろうか。これまで住

民は受動的に住まわせてもらっているという

ニュアンスが強かった。少なくとも、自分は

「まち」に住んではいても、「つくる」という

積極的な立場をとる必要もないと思われてき

た。しかし、今日いう「まちづくり」はそう

ではない。そこに住んでいる人たちが自分自

身の問題としてかかわりをもち、「つくって」

ゆくべきだという積極的な姿勢が必要であ

る。住民は、“オーナー”であり、まちをつ

くる責任がある。

しいては「海業」とは「生業(うみぎょう)」

である。今後も、高浜町では海辺を活かした

まちづくりと融合した海業を推進していく。

写真ー８　水族館外観

写真ー９　水族館外観（夜）
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